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1.　緒　　　　言

コンクリート構造物は，土木分野および建築分野で重要
な役割を果たしてきた．当社グループでは，① SEC ( Sand 

Enveloped with Cement ) コンクリート製造技術 ( 1 ) ② 高
強度繊維補強コンクリートなどの材料技術 ( 2 ) ③ 継手・ず
れ止めなどの鋼－コンクリート複合構造技術 ( 3 )，( 4 ) ④ ひ
び割れ解析，疲労解析などの解析技術 ( 5 )，( 6 ) を研究して
きた．
一方，国内やほかの先進国においては，社会インフラの
老朽化問題が顕在化するようになった．現在では，コンク
リート構造物を新設する際に，耐久性が着目される時代へ
と変化している．こうした背景のもと，近年土木業界にお
いて，コンクリート構造物の表面気泡に注目が集まってい
る．国土交通省は，コンクリート構造物の品質向上を目的
に，竣

しゅんこう

工した新設構造物のコンクリート表層を目視で検査
していく方針を打ち出している ( 7 )．こうした取組みがな
される理由を以下に述べる．

( 1 ) コンクリートの表層部に発生する気泡は，直ちに
構造性能を損なう原因となる可能性が低く，美観上

の問題だと考えられてきた．しかし，近年の研究で
は，コンクリート表面に気泡を発生させないことが，
劣化因子の侵入抑制に有効であるとの報告がされ
る ( 8 ) ようになった．このことは，コンクリートの表
面気泡が減少すれば，コンクリート構造物の耐久性
が向上することを意味している．

( 2 ) 工場でコンクリート製品を製造する際に表面気泡
が発生した場合，表面気泡を埋める作業が要求され
る．この作業がコンクリート製品の製造コストを増
加させる原因となっており，利益確保の面でも表面
気泡の発生量を低減することが重要である．

当社グループでは，表面気泡の対策に関する研究実績が
少なかったため，オープンイノベーションに活路を見いだ
す狙いで，株式会社 NejiLaw（以下，NL）と共同研究を
実施することにした．本研究では，コンクリートに生じる
表面気泡の消失メカニズムに関して，NL の道脇氏が提唱
した物理学的理論（以下，CB 理論） ( 9 ) を実験的に検証
する．本稿では，これまでに得られた CB 理論に関する
成果を報告する．
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コンクリート構造物の耐久性については，材料が緻密化されていることが重要な要素であるが，コンクリート表
面についても緻密で滑らかであることが，美観的な問題のみならず外部有害因子の内部への侵入を防ぐうえでも重
要である．表層部に発生する気泡については，直ちに構造性能を損なう原因となる可能性が低いため，表面気泡に
関する研究的な取組みは少ない．本稿では，コンクリート気泡の発生・消失原因について物理学的理論を提案し，
これらに対して実験で検証した成果について報告する．

Regarding the durability of concrete structures, it is an important that the internal material is highly densified. Furthermore, 
the surface of concrete should be densified and smoothed — not only for good appearance but also to prevent materials from 
deteriorating. However, there is little research on reducing air bubbles on the concrete surface because it does not affect the 
structural performance. In this paper, the theoretical phenomenon for deforming air bubbles in concrete is proposed and verified 
by some experimental approaches.
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2.　コンクリート気泡の消失に関する理論	
	 			（ CB 理論）	

CB 理論の概要を以下にまとめる．本研究では，表面気
泡を含むコンクリート中の気泡をコンクリートバブル
（以下，CB）と呼ぶ．CB 理論では，CB の消失現象には
以下の三つのメカニズムが存在するという仮説を立ててい
る．各メカニズムの詳細は，2. 1～ 2. 3 節で詳しく述べる．
・ CB 消失第 1 メカニズム：変動的慣性力による低摩
擦化と流動崩壊の連鎖

・ CB 消失第 2 メカニズム：変動的慣性力による CB

の分裂・微細化
・ CB 消失第 3 メカニズム：キトラ古墳型 CB の共振
崩壊による CB の微細化

変動的慣性力とは，コンクリートに単振動などを付与し
た際に生じる大きさや方向が変動する慣性力を指す．

2. 1　CB 消失第 1 メカニズム：変動的慣性力による  

　　　   低摩擦化と流動崩壊の連鎖

CB 消失第 1 メカニズムの概要を第 1 図に示す．変動
的慣性力の印加により，振動の上下ピーク間の中間におい
て，コンクリートが瞬間的に無重力に近い状態となる．こ
のとき，コンクリートを構成する粗骨材，細骨材，セメン
トペースト間にそれぞれ作用する摩擦力はほぼゼロとな
る．振動のピークに達すると，これら粗骨材，細骨材，セ

メントペーストが互いに接触し再配置される．この過程
で，材料間に作用する摩擦力が最大値に向かって変化す
る．最大値に至る途中の段階では，より位置エネルギーが
低くなる安定状態に向かって，コンクリートが液相的に流
下する．これを繰り返すことにより，コンクリート内で最
も密度の小さい気泡が，コンクリートの最上部まで到達し
て大気中へ解放される．

2. 2　CB 消失第 2 メカニズム：変動的慣性力による 

　　　   CB の分裂・微細化

CB 消失第 2 メカニズムの概要を第 2 図に示す．変動
的慣性力の印加により，CB とコンクリートとの質量差か
らもたらされる慣性力差によって CB を崩壊させ，二次
の分裂 CB，三次の分裂 CB のように高次の CB へと分
裂させる．これを継続して CB を微細化させ，所望レベ
ルのサイズに到達させる．このとき，CB の総体積は分裂
前後でほとんど変化せず，CB はコンクリート中に微細化
して残存する．したがって，CB の高次化分裂を進行させ
れば，粗大なエントラップトエアをコンクリートにとって
有用なエントレインドエア（ f 約 25 ～ 250 µm）に変化
させることも理論的には可能であると考えられる．

2. 3　CB 消失第 3 メカニズム：キトラ古墳型 CB の 

　　　   共振崩壊による CB の微細化

CB 消失第 3 メカニズムの概要を第 3 図に示す．CB

理論では，CB 消失の第 1 メカニズムおよび第 2 メカニ

CB が上方に変位

細骨材

粗骨材

セメントペースト

CB にコンクリートが流れ込む
（ C/B 交換流動 ）

コンクリートの
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流動崩壊の連鎖状況

第 1 図　CB 消失第 1 メカニズム
Fig. 1　First mechanism of CB disappearance
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ズムで消失させることができない CB が存在すると仮定
している．この残存 CB のことを，本研究ではキトラ古
墳型 CB と呼ぶことにする．キトラ古墳型 CB は，キト
ラ古墳のように複数の粗骨材で囲まれた空隙が存在し，そ
れらの粗骨材にエアが捕捉されることによって生成される
と推測される．
キトラ古墳型 CB は，密度が比較的近い粗骨材同士が
寄り集まり，かつこれら粗骨材と密度の近いセメントペー
ストをバインダ材として集合体を成している．このことか
ら，キトラ古墳型 CB は，第 1 メカニズムおよび第 2 メ
カニズムでは崩壊できないと考えられる．キトラ古墳型
CB を消失させるメカニズムは，キトラ古墳型 CB を構成
する粗骨材に対して，粗骨材自身の固有振動数に近い振動
を印加し，粗骨材を共振させることが有効であると予測し
ている．

3.　小型試験体による加振試験の概要

3. 1　試験目的

本試験では，2 章で述べた物理学的な考察から発案され
た CB 理論について，特に変動的慣性力の効果を実験的
に検証した．本試験では，振動条件をパラメータとした加
振試験を実施し，株式会社 IHI 建材工業 ( IKK ) の工場で
実際に用いられているセグメント製品用のコンクリート配
合に対して，最適な加振条件を見いだすことを目的とす
る．気泡を消失させる加振条件は，気泡の大きさに依存す
ることが予想される．これは，さまざまな大きさの気泡を
単一の加振条件で消失できないことを意味する．しかし，
最初から複雑な加振条件の設定は難しいため，本試験では
前工程と後工程の 2 段階に分けて，加振条件を設定した．
本試験は，ステップ 1 試験とステップ 2 試験に分けて
行う．ステップ 1 試験では振幅および振動数をパラメー
タとした加振試験を実施し，最適な前工程の条件を見いだ
すことを，ステップ 2 試験ではステップ 1 試験の結果を
基に加振条件を設定し，加振中に高速度カメラで撮影する
ことで，気泡消失の現象を捉えることを目的とする．ま
た，後工程の決定に向け，前工程と後工程を組み合わせた
加振条件も行う．本研究では，こうした試験を行うため
に，独自の電磁式小型加振機 ( 10 ) を開発した．

3. 2　電磁式小型加振機の概要

電磁式小型加振機（以下，本装置）は，電気信号を増
幅し，機械的振動に変換するもので，仕様範囲内で自由に
周波数，振幅，加振時間の設定ができる．第 4 図に本装
置の全体接続関係と試験手順を示す．
本装置に付属する振動パターン設定プログラムを用いる
ことにより，一定の振幅，周波数および加振時間に対して
直線的な増減や変動がある条件においても，簡単に加振条
件の設定が可能である．第 1 表に本装置の総合仕様を示
す．本装置は，加速度 1.0 G 未満の振動条件での試験も
実施できることが特徴である．

3. 3　試験方法

3. 3. 1　試  験  体

本試験では，加振中においても表面気泡の観察が可能な
試験体を用いる必要がある．そこで，コンクリートを 150

（幅） × 150（奥行き） × 300（高さ）mm（いずれも内
寸）のアクリル製内型枠に充填したものを試験体（第 5

図 - ( a ) ）にした．試験体の加振機への設置は，第 5 図

に示す試験体の設置方法に従った．加振機に，あらかじめ
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第 2 図　CB 消失第 2 メカニズム
Fig. 2　Second mechanism of CB disappearance

粗骨材 セメントペーストキトラ古墳型 CB

第 3 図　CB 消失第 3 メカニズム
Fig. 3　Third mechanism of CB disappearance
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塩化ビニル製外型枠を固定しておき（第 5 図 - ( b ) ），そ
の内部に試験体を挿入する．その後，一体となった前面板
および上蓋

ぶた

をボルトで締結する（第 5 図 - ( c ) ）ことに
より，試験体を加振機に固定する（ - ( d ) ）．本試験では，
アクリル製内型枠（第 5 図 - ( a ) ）を使い捨てとするこ
とで，試験時間が短縮できるように工夫した．

一般に，アクリル製容器にコンクリートを打設しても，
容器の壁面と表面気泡の間にセメントペーストが侵入し，
容器の外側から表面気泡を観察することは困難である．本
試験では，アクリル容器の内側にコンクリート型枠用の剥
離剤を塗布することで，加振中でも気泡が観察できるよう
に工夫した．

アクリル製
内型枠 *1

コンクリート

( a )　試験体（ アクリル製内型枠，コンクリート ） ( b )　塩化ビニル製外型枠

( c )　前面板・上蓋の取付け ( d )　試験準備完了

上　蓋

前面板

試験体

塩化ビニル製
外型枠

加振機

（ 注 ）　*1：（ 内寸 ）150（ 幅 ） × 150（ 奥行き ） × 300（ 高さ ） mm

第 5 図　試験体の設置方法
Fig. 5　Installation method of specimen
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② 振動パターン設定プログラムで試験開始を指示
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⑥ 設定した条件下で加振

① ②
③

④

⑥

⑤

第 4 図　電磁式小型加振機の全体接続関係と試験手順
Fig. 4　System diagram of small-scale electromagnetic vibrator and test  
　　　   procedure 

第 1 表　電磁式小型加振機の総合仕様
Table 1　Specifications of small-scale electromagnetic vibrator

項 目 単　位 仕　　　　　　様

周 波 数 範 囲 Hz 5～ 5 000

加 振 力 N 3 000

振 幅 mmp−p 30

最 大 荷 重 kg 100

可 動 部 質 量 kg 6

最 大 加 速 度 m/s2 無負荷 500

振 動 数 範 囲 Hz 1～ 10 000

定 格 出 力 VA 5 000

S　　　   N　 　　比 dB 50 以上（ 10 V 出力時）

最 大 入 力 電 圧 Vr.m.s 10

入力インピーダンス kΩ 10

出力インピーダンス Ω 2

冷 却 方 式 － 強制空冷

保 護 回 路 － 過電圧・過電流・
オーバーヒート・過振幅

電 源 － 3 相 200V

最 大 消 費 電 力 kVA 2.2

質 量 kg 20
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3. 3. 2　試験ケース

ステップ 1 試験の試験ケースを第 2 表に示す．加振時
間を 30 s に固定し，振動数と振幅を試験パラメータとし
た．従来の締固め方法と比較するため，テーブルバイブ
レータ（振動数 40 Hz，振幅約 1.0 mm）および棒形バイ
ブレータ（振動数 235 ～ 285 Hz）を用いた試験ケースも
設定した．表現を簡略化するため，以降はステップ 1 試
験の試験体名を振動数 - 振幅 - 加速度で表す．例えば，
振動数 10 Hz，振幅 1.0 mm，加速度 0.2 G の試験体は，
10 -1.0 -0.2 試験体，テーブルバイブレータや棒形バイブ
レータを用いた場合は，それぞれ TV，CV と呼ぶ．
ステップ 2 試験の試験ケースを第 3 表に示す．ステッ
プ 1 試験と同様に，従来の締固め法である棒形バイブ
レータ（第 3 表の試験体 No. B-3）を試験ケースに含め
た．またステップ 1 試験の結果を踏まえ，気泡消失の効
果がみられる加振条件を試験ケースとして設定した．さら
に，今後に向けて，前工程と後工程で加振条件を変化させ
る試験も試行的に行った．

3. 3. 3　表面気泡の観察方法

加振後の試験体は，セメントペーストの膜が表面気泡を
覆い隠している場合がある．試験体表面に形成された気泡
の面積を正確に把握するため，加振後の試験体表面にエア
を吹き付けて表面の膜を除去した．エア吹付けの効果を第
6 図に示す．
表面の処理が完了した後に，試験体の 4 側面をデジタ
ルカメラで撮影した．試験体表面の撮影例を第 7 図に示
す．加振試験時に正面を向いた面を試験体の前面，同様に

第 2 表　試験ケース（ステップ 1）
Table 2　Test cases ( Step 1 )

項　　　　目 加　　　速　　　度
( G )

振　　　　幅
 ( mm )

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0 5.5 6.0

振動数
( Hz )

10 － － － 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2

20 0.8 1.2 1.6 2.0 2.4 2.8 3.2 3.6 4.0 4.4 4.8

30 1.8 2.7 3.6 4.5 5.4 6.3 7.2 8.2 9.1 10.0 －

40 3.2 4.8 6.4 8.1 9.7 － － － － － －

50 5.0 7.6 10.0 － － － － － － － －

60 7.3 － － － － － － － － － －

（注）　加振時間：30 s

第 3 表　試験ケース（ステップ 2）
Table 3　Test cases ( Step 2 )

試験体 No.

加　　振　　条　　件

1 回目 2 回目 3 回目

振動数
( Hz )

振　幅
 ( mm )

加速度
( G )

加振時間
( s )

振動数
( Hz )

振　幅
 ( mm )

加速度
( G )

加振時間
( s )

振動数
( Hz )

振　幅
 ( mm )

加速度
( G )

加振時間
( s )

A-1 20 4.0 3.2 30 － － － － － － － －

A-2 40 1.0 3.2 30 － － － － － － － －

A-3 30 3.0 5.4 30 － － － － － － － －

B-1 10 6.0 1.2 15 20 6.0 4.8 15 － － － －

B-2 10 6.0 1.2 15 40 3.0 9.7 15 － － － －

B-3 棒形バイブレータ － － － － － － － －

C-1 20 6.0 4.8 10 30 3.0 5.4 20 － － － －

C-2 30 4.0 7.2 5 30 2.0 3.6 25 － － － －

C-3 30 2.0 3.6 10 30 4.0 7.2 2 30 2.0 3.6 18

( a )　エア吹付け前 ( b )　エア吹付け後

第 6 図　エア吹付けの効果
Fig. 6　Effect of air blowing
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左側面，背面，右側面と定義する．本研究では，表面気泡
を定量的に評価するため，表面積に占める気泡の総面積の
割合を気泡面積率と定義する．加速度が 1.0 G に満たな
い試験体は，表面までセメントペーストが回っておらず，
気泡面積率の算定が困難であった．そこで，10 -2.5 -0.5，
10-3.0 -0.6，10-3.5 -0.7，10-4.0 -0.8，10-4.5 -0.9 試験体
の 5 体は，気泡面積率算定の対象から除外した．
気泡面積率の算定方法を第 8 図に示す．気泡面積率の
算定に当たっては，撮影画像をトリミング（第 8図 - ( a ) ）

し，8 bit グレースケール画像に変換後，しきい値の調整
（ - ( b ) ）によって画像を二値化（ - ( c ) ）した．

3. 3. 4　コンクリート

本試験に用いるコンクリートの示方配合を第 4 表，使
用材料を第 5 表にそれぞれ示す．実際にセグメント工場
で使われている圧縮強度 42 N/mm2 の中小口径セグメン
ト用の配合を採用した．コンクリートの練混ぜは，20℃
の一定した環境で行った．また，コンクリートの練上り温
度が 20℃程度となるように材料の温度を調整した．
事前に行った試験練りの結果を第 6 表に示す．フレッ
シュ性能が所定の管理値（スランプ 21.0 ± 2.0 cm，空気
量 2.0 ± 1.5％ ）内となる高性能減水剤の添加量を求めた
ところ，単位セメント量の 0.925％が適当であることが確
認された．したがって 0.925％の添加量を基本とし，試験
日ごとのコンクリートのフレッシュ性状を鑑みて，高性能
減水剤の添加量を微調整した．また，スランプの経時変化
から判断し，スランプが低下しない 45 分間を同一バッチ
のコンクリートを使用できる時間の目安とした．

第 5 表　コンクリートの使用材料
Table 5　Materials of concrete

区 分 記　号 種類・銘柄 密　度
( g/cm3 )

備　　　　考

セメント C 普通ポルトランドセメント 3.16

細 骨 材 S 砕砂 2.63 茨城県桜川産

粗 骨 材 G 砕石 2005 2.66 茨城県桜川産

混 和 剤 Ad 高性能減水剤 1.00 8000SM

（注）　圧縮強度 42 N/mm2 の中小口径セグメント用の配合を採用

第 4 表　コンクリートの示方配合
Table 4　Specified mix proportion of concrete

スランプ
SL

( cm )

空気量
Air

（ ％ ）

水結合材比
W/C
（ ％ ）

細骨材率
s/a

（ ％ ）

単位量 ( kg/m3 )

水
W

セメント
C

混和材
SA

細骨材
S

粗骨材
G

減水剤
Ad

21.0 ± 2.0 2.0 ± 1.5 36.0 46.0 155 430 0 832 985 3.98

( a )　10 -3.0 -0.6 試験体（ 前面 ） ( b )　20 -2.5 -2.0 試験体（ 前面 ）

表面までセメントペーストが
回っている

表面までセメントペーストが
回っていない

第 7 図　試験体表面の撮影例
Fig. 7　Example of photographing of specimen surface

( a )　撮影画像のトリミング ( b )　しきい値の調整 ( c )　二値化

第 8 図　気泡面積率の算定方法
Fig. 8　Method for calculating bubble area ratio
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4.　小型試験体による加振試験の結果

4. 1　圧縮強度

試験日ごとのコンクリートフレッシュ性状および材齢
28 日における平均圧縮強度を第 7 表に示す．いずれも設
計基準強度の 42 N/mm2 を上回ることが確認された．

4. 2　評価方法

表面気泡の観察方法（ 3. 3. 3 項）に従い，表面気泡の
数および面積を算出した．次に，気泡面積を真円換算して
気泡径を算定した（第 9 図）．こうして求めた気泡径を
1.0 ～ 5.5 mm の範囲で 0.5 mm ごとに分類し，各区分に
おける気泡数を求めた．f 5.5 mm を上回る気泡も観察さ
れたが，絶対数が少なかったため，f 6.0 ～ 10.0 mm の気
泡は一括して計上した．気泡径別を第 8 表に示す．
第 10 図に気泡径の算出範囲を示す．一部の試験体で

は，加振中に材料分離が生じた（第 10 図 - ( a ) ）．こう
した試験体は，画像の材料分離が生じた範囲にマスク処理
を施し，その領域を評価対象から除外（第 10 図 - ( b ) ）
した．材料分離の有無は，目視観察で判断した．これによ
り，評価範囲が試験体ごとに異なるため，本研究では
100 mm 角当たりの気泡数換算で評価した．また，気泡面
積率は 4 側面の平均値を採用した．

4. 3　結果および考察

4. 3. 1　気泡面積率および気泡数と加速度の関係

ステップ 1 試験とステップ 2 試験の結果から，気泡面
積率または気泡数と加速度との関係を評価した．このと
き，TV・CV 試験体と試験中に加振条件を変化させた試
験体は評価対象から除いた．100 mm 角当たりの気泡数と

第 7 表　フレッシュ性状および平均圧縮強度（材齢 28 日）
Table 7　Flesh properties and compressive strength ( at the age of 28 days )

フ レ ッ シ ュ 性 状 平均圧縮強度
( N/mm2 )
材齢 28 日

スランプ
( cm )

空気量
（ ％ ）

高性能減水剤
（ ％ ）

22 1.3 C × 0.925 75.6

19 1.9 C × 0.925 70.0

19 2.0 C × 1.000 77.3

第 8 表　気泡径別
Table 8　Grade of air bubbles diameter

No.
気泡径別

( mm )

1 1.0 ≤ 2r < 1.5

2 1.5 ≤ 2r < 2.0

3 2.0 ≤ 2r < 2.5

4 2.5 ≤ 2r < 3.0

5 3.0 ≤ 2r < 3.5

6 3.5 ≤ 2r < 4.0

7 4.0 ≤ 2r < 4.5

8 4.5 ≤ 2r < 5.0

9 5.0 ≤ 2r < 5.5

10 5.5 ≤ 2r < 6.0

11 6.0 ≤ 2r < 10.0

( a )　材料分離範囲マスク処理前 ( b )　材料分離範囲マスク処理後

評価範囲材料分離 マスク

第 10 図　気泡径の算出範囲
Fig. 10　The target area of the air bubbles diameter calculation

2r = 3.2*1

A

1 mm 1 mm

2r = 2.4 *1

A

（ 注 ） *1 ：
 A ：気泡面積

2 2r A= / π

( a )　実際の気泡径 ( b )　換算気泡径

第 9 図　気泡径の算定例
Fig. 9　Calculation of the air bubbles diameter

第 6 表　試験練りの結果
Table 6　Results of test mixing

No.
高性能減水剤
添加量

スランプ
( cm )

空気量
（ ％ ）

コンクリート練上り温度
（ ℃ ） 備　　　　考

1 C × 1.0％ 24.0 － 19.2 Ad 過多，分離傾向

2 C × 0.85％ 15.5 － 19.8

3 C × ( 0.85 + 0.05 )％ 21.0 1.6 19.0 0.05％後添加

4 C × 0.925％
21.5 ( 0 min )
20.5 ( 30 min )
21.5 ( 45 min )

－
19.6 ( 0 min )
18.8 ( 30 min )
18.3 ( 45 min )

経時変化を確認
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加速度の関係を第 11 図に，気泡面積率と加速度の関係を
第 12 図に示す．気泡数または気泡面積率と加速度との関
係について相関係数を求めた結果，ともに明らかな相関関
係が認められた（気泡数 R2 = 0.713 3，気泡面積率 R2 = 

0.870 8）．したがって，加速度を大きくするほど，気泡数
は減少し，気泡面積率が小さくなる傾向が判明した．ただ
し，本試験に使用したコンクリートは，5.0 G 以上の加速
度を加えると材料分離を呈する傾向がみられた．以上の結
果によって，表面気泡の発生量を最小化するには，材料分
離が生じない範囲で，最大の加速度で加振すればよいこと
が明らかとなった．
また，NL が独自で行った実験 ( 7 ) と本試験の結果を比
較したところ，表面気泡の面積率と加速度との関係は同一
の傾向を示したが，回帰曲線に差異がみられた．これらか

ら，コンクリートの配合が異なれば，最適な加振条件も変
化することが示された．

4. 3. 2　CB の分裂・微細化

振幅 1.5 mm の加振条件に着目し，気泡面積率を第 13

図に，100 mm 角当たりの気泡数を第 14 図に示す．本グ
ラフは，気泡径の区分ごとに積み上げた棒グラフで表現し
た．2.7 G，4.8 G，7.6 G と加速度が大きくなるにつれて，
総気泡数は増加（第 14 図）し，逆に気泡面積率は減少
（第 13 図）する．特に，最小径である 1.0 ≤ 2r < 1.5 mm

の気泡数の増加が顕著である．こうした現象が生じるの
は，加速度の印加で気泡が細分化する第 2 メカニズム
（ CB の分裂・微細化）（ 2. 2 節）による影響であると推
察される．
しかし，振幅 1.5 mm 以外の加振条件では，加速度が
大きいほど気泡面積率・総気泡数ともに減少する結果と
なった．CB の分裂・微細化現象を明確に捉えることが，
今後の課題である．
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：2.0 ≤ 2r < 2.5
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気泡径別（ 単位：mm ）

試験体

第 13 図　振幅 1.5 mm の気泡面積率（気泡径別）
Fig. 13　Area ratio of air bubbles at an amplitude of 1.5 mm
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第 14 図　振幅 1.5 mm の気泡数（気泡径別）
Fig. 14　The number of air bubbles at 1.5 mm of the amplitude

0.0
0

10

20

30

40

50

60

1.0

10
0 

m
m
角
当
た
り
の
気
泡
数

y 
 （

 個
 ）

加速度 x   ( G )

2.0 3.0 4.0 5.0

5.0 G

6.0 7.0 8.0 9.0 10.0 11.0

：材料分離なし
：材料分離あり

y = 39.41x −0.717

R2 = 0.713 3*1

（ 注 ） *1： 気泡数
 *2：5.0 G 以上の加速度で材料分離の傾向がみられる

*2

第 11 図　100 mm 角当たりの気泡数と加速度の関係
Fig. 11　The number of air bubbles and acceleration at an area of  
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第 12 図　気泡面積率と加速度の関係
Fig. 12　Area ratio of air bubbles and acceleration
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4. 3. 3　高速度カメラによる撮影

ステップ 2 試験では，限られた試験体数ではあるが，
加振中の試験体を高速度カメラで撮影し，目視で確認でき
ない気泡の挙動を観察した．第 15 図に本装置および CV

の比較を示す．映像を分析した結果，以下の現象が観察さ
れた．

( 1 ) 基本的に，フレッシュコンクリートに振動を与え
ると，気泡が上方に移動してコンクリートの上面か
ら抜ける．このとき，気泡が分裂・結合を繰り返し
たり，左右にふらついたりしながら上方へ移動する．
気泡が左右に移動するのは，試験体内の粗骨材を避
けながら浮上したためだと考えられる．

( 2 ) 本装置で振動を付与した場合，表面の気泡が試験
体の内部に移動する様子が観察された．試験体内部
の気泡分布を把握するため，X 線 CT ( Computed 

Tomography ) 法によって内部気泡を確認する予定で
ある．

( 3 ) 気泡径が大きくなるほど，浮上する速度が大きく
なる傾向がみられた．これは，気泡径が大きくなる
ほど比表面積が小さくなり，浮力に対するセメント
ペーストの粘性抵抗の影響が相対的に小さくなった
ためだと考えられる．

以上のように，高速度カメラを用いたことにより，加振
中の気泡の挙動および加振方法（棒形バイブレータ，本
装置）による差異が確認できた．

4. 3. 4　材料分離

本研究では，IKK の工場で使用されている中流動コン
クリートの配合を用いた．本コンクリートは粘性が高く，
一般的なコンクリートに比して材料分離に対する抵抗性を

もっている．しかし本試験では，加速度の大きい試験体
で，材料分離（第 10 図）や粗骨材の露出が確認された．
また，加振条件によっては，試験体の上面に粗骨材が飛び
出し，跳ね回る現象が確認できた．これは，粗骨材の固有
振動数と加振試験の振動が近いことにより，共振が生じた
ためだと考えられる．このことは，粗骨材の固有振動数に
近い加速度で加振すれば，キトラ古墳型 CB が破壊でき
る可能性を示唆し，加振時間は数秒でよいと考えられる．

4. 3. 5　前工程，後工程の加振条件の変更

第 3 表に示した C-1 ～C-3 試験体では，30 s の加振中
に加振条件を変化させた．C-2 および C-3 試験体は，基
本の加速度を 3.6 G とし，キトラ古墳型 CB の消失を目
的として大きな加速度 ( 7.2 G ) を数秒間与えた．これら
では，多くの気泡の消失が確認できた．しかし，加速度を
一定とした C-1 試験体と大きな加速度を与えた C-2 およ
び C-3 試験体が同様の結果を示したため，数秒間大きな
加速度を与えた影響を正確に把握することはできなかっ
た．

5.　結　　　　言

本研究では，開発した電磁式小型加振機を用いてフレッ
シュコンクリートの加振試験を実施し，CB 理論に基づい
たフレッシュコンクリートに変動的慣性力を付与する効果
を実験的に検証した．この結果，CB 理論が表面気泡の消
失に有効であることが確認できた．本研究で得られた成果
を以下に整理する．

( 1 ) 気泡面積率，気泡数および加速度に相関関係が確
認された．

( 2 ) 5.0 G 以上の加速度を与えた場合，コンクリート
が材料分離する傾向がみられた．

( 3 ) ( 1 ) および ( 2 ) の結果から，表面気泡の量を最
小化するには，材料分離が生じない範囲において，
最大の加速度で加振すればよいことが明らかとなっ
た．

( 4 ) コンクリート配合の違いにより，最適な加振条件
が変化する可能性が示された．

( 5 ) CB 理論に基づく加振条件を与えた場合，加振中
に気泡がコンクリート内部に移動する現象が観察さ
れた．この影響を明らかにするため，今後 X 線 CT

法によって，内部の気泡分布を確認する予定である．
本研究における小型供試体振動試験は，2017 年 4 月に
当社横浜事業所内に開所した IKK 研究試験センターで実

( a )　電磁式小型加振機
　　   ( 40-1.0-3.2 )

( b )　棒形バイブレータ *1

（ 注 ）　*1：第 3 表の試験体 No. B-3

第 15 図　電磁式小型加振機と棒形バイブレータの比較
Fig. 15　Comparison between the small-scale electromagnetic vibrator  
　　　　  and the bar-shaped internal vibrator 
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施した．本センターは，コンクリート専用の実験設備であ
り，さまざまな実験装置やアルカリ排水の処理設備を有し
ている．
本稿では，CB 理論の検証を目的とした小型供試体振動
試験の結果を中心に報告した．しかし当社では，CB 理論
を実機に適用する研究も行っている．これは，IKK のシー
ルドセグメント製造工場において，表面気泡の発生量を低
減するためのコンクリート打設装置を開発するものであ
る．CB 理論を実機セグメントに適用した打設試験の結果
については，別の機会に報告する予定である．
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